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第１節 日本の建設業の概要 

戦後日本の建設業の海外進出は、東南アジア諸国における賠償工事から再開し、1970年代以

降は中東の建設需要、1980年代以降は、日本の製造業の海外進出とODAの拡大に伴って、そ

の受注が増加した。1990年代はアジアでの受注が増加し、1996年度には約１兆６千億円と史

上最高の受注実績を記録した。その後、低迷が続いてきたが、2002年を底に再び回復軌道に乗

った。しかし、2008年にアメリカのサブプライムローン問題などの世界不況によって海外受注

は減少している（図2-1-1）。 

 

 【出所】海外建設協会資料より作成。 

このような成長を支えてきたのは、自然条件と国民性、それに国内での厳しい競争による切

磋琢磨が大きいといえる。例えば自然条件による建設業の成長について、国土交通省は「我が

国の国土は、山間狭隘、急峻で、地質も脆弱であり、地震や火山活動も活発である。また、台

風、豪雨、豪雪に頻繁に見舞われるなど気象条件も厳しく、洪水や土砂災害が毎年のように発

生してきた。」として、その中で建設業は、社会資本整備を進めてきたとしている。そのため、

耐震・制免震技術、トンネル・橋梁技術、埋め立て技術等世界に誇る技術を開発、育成するこ

とができた1。また、国民性について「高い教育水準、勤勉で創意工夫に富む気質、そして、

他国の技術を速やかに受け入れ、これを自らの環境に当てはめる適応能力など、長年にわたり

育まれてきた我が国の国民性は、世界の中で我が国が「技術大国」として現在の地位を築き挙

げることができた大きな要因である。」と指摘し、日本の建設業は高度な技術力、完成物の高

い品質、工期の遵守、環境や安全への配慮等の面において、世界の顧客から高い信頼を得てい

るとしている。これに工作機械・重機メーカーや建築デザイン会社、重工・プラント会社、鉄

鉱業者等などが支援産業として建設業の成長を支えてきた。  

                            
1国土交通省国際建設経済室「我が国建設業の海外展開について」（2006.9）

http://nexi.go.jp/service/sv_m-tokusyu/sv_m_tokusyu_0609-1.html 

図 2-1-1 
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建設業が、海外に進出しようとする動機は、1990年以降の「バブル経済崩壊」や政府による

公共投資の減少によって、国内市場が大幅に縮小する中で、建設会社は他分野・他業態への進

出・転換、人員削減、中小下請け企業の整理・淘汰、過剰生産設備の廃棄などが余儀なくされ

たためである。この過程で国内市場縮小の隘路を断ち切るために、海外への進出が選択されて

きたといえる。しかし、この海外進出が成功するか否かは、これまでの海外進出の実績を踏ま

えながら、諸外国への参入障壁をいかに突破していくか、現地の文化・商習慣等の理解と適応

など、乗り越えるべき課題が多くあり簡単には海外進出で実績を伸ばせるわけではない。 

そのような中で、表2-1-1 は、日中韓の建設会社上位36社（2004年）の一覧を示したもの

である。日系建設会社は36件中18件と半分を占めている。5大スーパーゼネコンである大成、

鹿島、清水、大林、竹中が上位を占め、海外でも各社800万ドル以上の売り上げを示している。

海外売上比率はプラントメーカーのJGC CORP（日揮）が76.1％と高い値を示しているが、５

大スーパーゼネコンも比率では6.7～14.6％と少ないものの金額では800～2000（100万ドル）

とそれに次ぐ数値となっている。 

表2-1-1 日中韓建設会社売上上位36社（2004） 

【出所】経済産業省資料より。 
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第２節 地域別動向 

2008年度の海外建設受注の地域別動向は、アジアが5653億円（1，237件）と全体の53.3％

を占めている。次いで中東が2，920億円（35件）で同23.5％となっていることから、アジアで

の受注が多いことが分かる。 

 

【出所】経済産業省資料より 

 

中国には61件の進出（2008年度）が確認されているが、うち上海が33件（54.1％）と多く、

次いで北京が12件（19.7％）となっている。スーパーゼネコンの中では、上海は、鹿島、清水、

大林、竹中が、北京は竹中、大成が進出している。竹中は２拠点体制となっている。 

中国においては参入規制が多く、1980年代に早々と進出した企業は合弁の形態をとることが

多かった。しかし、2002年12月以降は独資でも進出できるようになり、パートナー探しによる

地理的制約からは解放された。しかし、市場規模や許認可の利便性から多くは上海や北京が選

ばれていると考えられる。 
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都市別・省別      上海        北京 

  

ロシアは該当する会社が0件となっているが、これは企画、概念設計、経済計算、基本設計、

詳細設計からの参入は、ロシア以外は認められていない為でもある。この高い障壁を乗り越え

るには、そのあとに続く資材、機材調達、建設工事請負について、現地企業（場合によっては

モスクワの企業）と合弁を組むなどして参入しなければならない。その場合でも、ロシア側が

「欲しい」技術を持ち合わせていることが重要である。 
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